
 

 
株式会社大和総研 丸の内オフィス 〒100-6756 東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号 グラントウキョウ ノースタワー 

このレポートは投資勧誘を意図して提供するものではありません。このレポートの掲載情報は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性、完全性を保証する

ものではありません。また、記載された意見や予測等は作成時点のものであり今後予告なく変更されることがあります。㈱大和総研の親会社である㈱大和総研ホールディングスと大和

証券㈱は、㈱大和証券グループ本社を親会社とする大和証券グループの会社です。内容に関する一切の権利は㈱大和総研にあります。無断での複製・転載・転送等はご遠慮ください。 

 

2018 年 7 月 2 日 全 5頁 

 

景気が見えるグラフ３２（2018 年 7 月号） 
 

 

データバンク課 

 

 [目次] 

 Ⅰ．国内景気 

  ＧＤＰ統計／実質成長率  日銀短観／業況判断ＤＩ 

  法人企業統計／経常利益  景気動向指数ＣＩ 

  機械受注統計   貿易統計 

  新設住宅着工   首都圏マンション販売 

  マネーストック   鉱工業生産指数 

  第３次産業活動指数  企業倒産件数 

  完全失業率・有効求人倍率 名目賃金指数 

  消費者物価・企業物価指数 消費総合指数 

   

 

 Ⅱ．マーケット 

  為替レート   実効為替レート 

  日米株価指数   中国・ブラジル株価指数 

  欧米政策金利   日米国債流通利回り 

  新興国政策金利   商品指標（原油・金） 

 

 

 Ⅲ．海外経済 

  米国ＧＤＰ／実質成長率  米国ＩＳＭ景況指数 

  米国雇用統計   米国小売売上高 

  米国ＰＣＥデフレーター  中国ＧＤＰ／実質成長率 

  中国ＰＭＩ景気指数  中国貿易統計 

 

 

 

 

 

   

当資料は６月３０日までの公表データで作成しています。 

 
 

統計情報

＊大和総研のウェブサイトでは、当レポートのバックナンバーを公開しております。ご活用頂ければ幸いです。 

https://www.dir.co.jp/InfoManage/datarsc-s.html 



 
2 / 5 

 

Ⅰ．国内景気 

1.1 1.2

（注）季調値 （注）「良い」-「悪い」、直近は予測

1.3 1.4

（注）金融業、保険業を除く

1.5 1.6

（注）船舶・電力を除く民需の季調値、受注残高は船舶を除く季調値 （注）季調値

（注）発売戸数は原数値
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2.1 2.2

（注）平均残高、前年比 （注）季調値

2.3 2.4

（注）季調値 （注）負債額1,000万円以上の法的整理が対象

2.5 2.6

（注）季調値 （注）事業所規模30人以上、前年比

2.7
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完全失業率・有効求人倍率

完全失業率
有効求人倍率（右目盛）
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（注）前年比。ＣＰＩ：消費者物価指数。コアは生鮮食品を除くベース。
コアコアは食料（除く酒類）及びエネルギーを除くベース
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Ⅱ．マーケット 

3.1 3.2

3.3 3.4

3.5 3.6

3.7 3.8

（出所）当ページの全グラフのデータは、各国証券取引所、各国中央銀行、日本経済新聞社等の公表データ（週末値）です。
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Ⅲ．海外経済 

4.1 4.2

（注）2009年価格、季調値、前期比年率換算 （注）季調値

4.3 4.4

（注）季調値 （注）季調値

4.5 4.6

（注）2009年価格、季調値

4.7 4.8

（注）季調値
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